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入れの独占的な立場を享受してきたＡＳＥＡＮがアクション 起こす。その端緒なったのは、九四年にインドネシア ボゴールで開催されたＡＰＥＣ（アジ 太平洋経済閣僚会議）での宣言であった
このボゴール宣言において参加国は、ア


















の重要 節目に ったの 、前述した九二年の第四回首脳会議であった。この会議では、内発的自己変革 向けて、幾つかの進
展があった。
具体的には、首脳会談を公式化し、三年
ごとに開催する、いわばルーティン開催への途を開いたこと。組織体としてのＡＳＥＡＮの重要性を再確認し、事務局を強化する方向に舵 切っ 域外経済社会が、ソ連崩壊で市場経済 軸とし 広域化の方向に進みつつあるとの認識に立って、ＡＳＥＡＮ自らも一層 広域化、具体的には加盟国の拡大を視野 入れ始め ＡＳＥＡＮとしてまとまって、積極的に域外諸国との対話に乗り出したこと。そして何よりも、既存ＡＳＥＡＮの統合を推し進める努力を本格化させ始めたことなど。
ＡＳＥＡＮ自由貿易地域構想 （ＡＦＴＡ）
は、このような土壌から誕生し 。加盟各国の工業化を促進し ＡＳ Ｎ各国 市場を広域化しようとの、こ ＡＦＴＡ実現に向けて 具体的試みは、九三年から開始され、〇三年には早々と、その最終目標を達成している。
また、加盟国拡大の努力も、僅か六年で、









土台として、〇五年の首脳会議 マレーシア）では、ＡＳＥＡＮ憲章を起草することで合意、その後、〇七年のＡＳＥＡＮ創出四〇周年目に当たる、 第一三回 （シンガポール）で、憲章が実際 採択された。
ＡＳＥＡＮという組織体の性格や意思決








に身を置いていたという共通 歴史体験や、経済発展段階の同等性、さらには国際化に身を晒す度合いなど、程度差はあるものの、加盟国間での価値感 共有も可能だ かもしれない。
ところが、カンボジアやラオス、ベトナ
ムやミャンマーなど、経済の発展段階や政治体制の“異なり過ぎる国”を加盟国に加えてからは、全加盟国一致の意思決定方式などは、 “組織体を発展させ うえでの阻害要因” あるいは “当該組織 機能を改革 ・改善する際の障壁”以外の何物でもなくなってしまう。ＡＳＥＡＮ改革派の問題意識は、まさにこの点に注がれていたはずだ。
もっとも、彼ら改革派たちは、 「そうし
たコンセンサスが成立しな った場合、どのような方式で意思を決めるか、そ 方式は首脳会議の決定によると定 られ」 、そ


















Ｎの機能がますます重要になっ く であろうこと。二つは 経済連携の規模がＡＳＥＡＮ域外どうし、たとえばインド、日本、あるいは中国、ニュージーランド、オーストラリアなどと 結びつきを強める方向に作用しだすと、結果 政治的対応上ＡＳＥＡＮも一層の内部結束を強めざる えなくなるであろうこと。
そうした意味で、ＡＳＥＡＮは今後も、
否応なく成熟していかなければならな なるはずだ。
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